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表 2.1.6 樹冠等に応じた主な樹種分類(中型種、小型種、ヤシ大型種、ヤシ小型種) 
樹冠 
分類 

種区
分 

耐潮 
風性 分類 樹形※ 樹種 

中型種 

在来 
樹木 弱 ④中型-在来-弱 

傘状形(0.8~1.2) ヒカンザクラ 

玉形(0.5~0.7) 

イスノキ 
シマトネリコ 
タブノキ 
ホルトノキ 
ヤマモモ 

熱帯 
樹木 

弱 ⑤中型-熱帯-弱 

傘状形(0.8~1.2) 
オオバナサルスベリ 
コバノコバテイシ 
サルスベリ 

卵円形(0.4~0.7) 
キダチベニノウゼン 
ソシンカ 
ピンクテコマ 

円錐形(0.3~0.7) タイワンフウ 
強 ⑥中型-熱帯-強 玉形(0.5~0.7) オオバアカテツ 

小型種 

在来 
樹木 

弱 ⑦小型-在来-弱 
卵円形(0.4~0.7) 

イヌマキ 
ナギ 
ヤブツバキ 

玉形(0.5~0.7) 
サガリバナ 
サンゴジュ 
ヒラミレモン 

強 ⑧小型-在来-強 
卵円形(0.4~0.7) アカテツ 

フクギ 

玉形(0.5~0.7) 
オオハマボウ 
サキシマハマボウ 
リュウキュウコクタン 

熱帯 
樹木 弱 ⑨小型-熱帯-弱 

卵円形(0.4~0.7) インドソケイ 
コガネノウゼン 

玉形(0.5~0.7) ブラシノキ 
モクセンナ 

ヤシ 
大型種 

在来 
樹木 

弱 ⑩ヤシ大型-在
来-弱 − ヤエヤマヤシ(八重山) 

強 ⑪ヤシ大型-在
来-強 − ビロウ 

熱帯 
樹木 

弱 ⑫ヤシ大型-熱
帯-弱 − 

アレカヤシ 
ミツヤヤシ 
ヤエヤマヤシ 
ユスラヤシ 

強 ⑬ヤシ大型-熱
帯-強 − オガサワラタコノキ 

ビヨウタコノキ 

ヤシ 
小型種 

熱帯 
樹木 弱 ⑭ヤシ小型-熱

帯-弱 − 
シンノウヤシ 
トックリヤシ 
トックリヤシモドキ 
マニラヤシ 

※ 樹形ごとの枝張り(樹冠幅)／樹高比(W/H 比)を示す。 
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(5)ゾーニング（沿道タイプ）や道路規格（歩道幅員）に応じた樹種分類の適用 
 本ガイドラインにおいては、良好な沿道景観形成を目標としたゾーニング（沿道タ
イプ）や道路規格（歩道幅員）に応じたスタンダードを類型化している。したがって、
主要な植栽樹種においても、基本的には、ゾーニング（沿道タイプ）や道路規格（歩
道幅員）に応じた適用を図る（表 2.1.7 及び表 2.1.8）。なお、景観向上や地域住民の
愛着等により、道路空間に適していない樹種が候補に挙がった際は、管理体制が十分
かを検証した上、適用可能とする。 
 

表 2.1.7 ゾーニング及び道路規格に応じた樹種分類【都市地域】 
ゾーニング 歩道幅員 樹種分類 

 
5.0m 以上 

地域特性を 
活かした緑化 

①②大型-在来-弱・強 
④中型-在来-弱 
⑩⑪ヤシ大型-在来-弱・強 

華やかな 
景観形成 

③大型-熱帯-弱 
⑤⑥中型-熱帯-弱・強 
⑫⑬ヤシ大型-熱帯-弱・強 

3.5m 以上 
5.0m 未満 

地域特性を 
活かした緑化 

④中型-在来-弱 
⑦⑧小型-在来-弱・強 
⑩⑪ヤシ大型-在来-弱・強 

華やかな 
景観形成 

⑤⑥中型-熱帯-弱・強 
⑫⑬ヤシ大型-熱帯-弱・強 
⑭ヤシ小型-熱帯-弱 

3.5m 未満 

地域特性を 
活かした緑化 

⑦⑧小型-在来-弱・強 

華やかな 
景観形成 

⑨小型-熱帯-弱 
⑭ヤシ小型-熱帯-弱 

 
5.0m 以上 

地域特性を 
活かした緑化 

①②大型-在来-弱・強 
④中型-在来-弱 
⑩⑪ヤシ大型-在来-弱・強 

3.5m 以上 
5.0m 未満 

地域特性を 
活かした緑化 

④中型-在来-弱 
⑦⑧小型-在来-弱・強 
⑩⑪ヤシ大型-在来-弱・強 

3.5m 未満 
地域特性を 
活かした緑化 

⑦⑧小型-在来-弱・強 

市街地 

観光地 

住宅地 
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表 2.1.8 ゾーニング及び道路規格に応じた樹種分類【自然地域】 
ゾーニング 歩道幅員 樹種分類※ 

 
5.0m 以上 

②大型-在来-強 
⑪ヤシ大型-在来-強 

3.5m 以上 
5.0m 未満 

⑧小型-在来-強 

3.5m 未満 ⑧小型-在来-強 

 5.0m 以上 
②大型-在来-強 
⑪ヤシ大型-在来-強 

3.5m 以上 
5.0m 未満 

⑧小型-在来-強 
⑪ヤシ大型-在来-強 

3.5m 未満 ⑧小型-在来-強 

※自然地域に該当する山林、海岸及び景勝地の沿道景観については、道路を含む周辺
区域全体の景観の特性を捉え、街路樹が美しい海岸線や森林などの景観を阻害しな
いように不必要な植栽を避けること、また、地域の自然環境や生態系に配慮した植
栽（樹種選定、密度）となっている等を確認し、対象となる区間の良好な沿道景観
を形成する（「1.6 自然地域の沿道景観」P32）。 

  

農村 
田園 

山林 

海岸 

景勝地 



 

58 

(6)芝及び地被植物による雑草抑制 
「沖縄県沿道景観向上技術ガイドライン」（沖縄県 平成 28 年）及びその後の追加

試験植栽やモニタリングにおいて、防草及び景観向上に有用であると評価した芝及び
地被植物とこれらの維持管理内容について、表 2.1.9 及び表 2.1.10 に示す。 
 

表 2.1.9 防草及び景観向上に有用である芝及び地被植物 
芝 地被植物 

【ノシバ】葉幅は約 4mm で比較的柔ら
かい。 

【アメリカンブルー】ヒルガオ科多年生
草本。青い花をつける。 

【コウシュンシバ】葉幅は 1.5〜3mm と
狭く針状で硬い。 

【キキョウラン】ユリ科多年生草本。薄
紫の花と青紫の実をつける。 

【セントオーガスチングラス】葉幅は 5
〜10mm で柔らかい。別名イヌシバ。 

【モクビャッコウ】キク科常緑低木。銀
白色の葉と黄色で小さな花をつける。 
 

 【シマヤマヒハツ（小葉）】コミカンソウ
科常緑低木。赤黒の実をつける。 
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表 2.1.10 防草効果を発揮するために必要な維持管理内容 
 管理項目 

剪定 除草 施肥 潅水 

ノ
シ
バ 

【頻度】初年度は
6 回／年、2 年目以
降は 8 回／年。 
【刈高】3〜4cm 

選択性除草剤によ
る除草 
【頻度】植付け後
60 日、その後は 1
回／年。 

【頻度】1 回／年 
（春季） 

植付け後 60 日の
養生管理（降雨状
況を踏まえて実
施） 

コ
ウ
シ
ュ
ン
シ
バ 

【頻度】初年度は
6 回／年、2 年目以
降は 8 回／年。 
【刈高】3〜4cm 

選択性除草剤によ
る除草 
【頻度】植付け後
60 日、その後は 1
回／年。 

【頻度】1 回／年 
（春季） 

植付け後 60 日の
養生管理（降雨状
況を踏まえて実
施） 

セ
ン
ト 

オ
ー
ガ
ス
チ
ン 

【頻度】初年度は
6 回／年、2 年目以
降は 8 回／年。 
【刈高】5cm 

適用できる除草剤
がないため、抜根
による除草。 

【頻度】1 回／年 
（春季） 

植付け後 60 日の
養生管理（降雨状
況を踏まえて実
施） 

ア
メ
リ
カ
ン 

ブ
ル
ー 

【頻度】2 回／年 

抜根による除草 
【頻度】植栽後 1
年間は 3 回／年、 
その後は雑草状況
に応じて実施。 

【頻度】2 回／年 
（春季、秋季） 

植栽後 6 ヶ月は月
に 1〜2 回程度
（降雨状況を踏ま
えて実施） 

キ
キ
ョ
ウ
ラ
ン 

剪定不要 

抜根による除草 
【頻度】植栽後 1
年間は 3 回／年、 
その後は雑草状況
に応じて実施。 

【頻度】2 回／年 
（春季、秋季） 

植栽後 6 ヶ月は月
に 1〜2 回程度
（降雨状況を踏ま
えて実施） 

モ
ク
ビ
ャ
ッ
コ
ウ 

【頻度】1 回／年 

抜根による除草 
【頻度】植栽後 1
年間は 3 回／年、 
その後は雑草状況
に応じて実施。 

【頻度】2 回／年 
（春季、秋季） 

植栽後 6 ヶ月は月
に 1〜2 回程度
（降雨状況を踏ま
えて実施） 

シ
マ
ヤ
マ
ヒ
ハ
ツ

︵
小
葉
︶ 

【頻度】2 回／年 

【頻度】植栽後 1 年
間は 3 回／年、 
その後は雑草状況
に応じて実施。 
抜根による除草。 

【頻度】2 回／年 
（春季、秋季） 

植栽後 6 ヶ月は月
に 1〜2 回程度

（降雨状況を踏ま
えて実施） 
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2.2 樹木の成長に配慮した植栽基盤 

(1)これまでの植栽基盤の問題点 
高木の中でも大型種かつ浅根性（水平根）である、アカギ、ガジュマル、デイゴ、

ホルトノキ、トックリキワタ、フィカスハワイ等については根上がりが確認され、舗
装等の構造物の破損を引き起こしている（写真 2.2.1）。 

また、根の伸長が強く制限される基盤環境では、樹木が生育不良に陥り、病虫害被
害や形姿不良が発生することから、街路樹としての機能も低下することになる。 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

ガジュマル／県道石垣港伊原間線 

 

 

 

 

 

 

 

ガジュマル／県道平良新里線 

 

 

 

 

 

 

 

アカギ／県道 18 号線 

 

 

 

 

 

 

 

ホルトノキ／県道平良新里線 

写真 2.2.1 樹木の成長に配慮していない植栽基盤の状況 
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(2)沖縄の街路樹根系を踏まえた適切な植栽基盤  
 樹木が健全に生育するためには、樹冠幅と同等の基盤面積が必要となるが、道路空
間においては植栽空間に制約を受けるため、樹冠と同じ広がりの植栽基盤を確保する
ことは難しい。 
 そのため、「街路樹の倒伏対策の手引き第 2 版」（国土技術政策総合研究所 令和元
年）においては、道路空間が植栽地である街路樹においては、『植栽基盤を長さ方向に
できる限り長く確保することや、歩道の地下空間の隙間を有効活用するなどで柔軟に
対応することにより、可能な限り広範囲に確保するように努めることが望まれる。』
としている。 
 一方、沖縄の主要な街路樹の根系をみると、樹種毎で水平根型、垂下根型、斜出根
型と異なる特性を持っている。植物が正常に生育するための基盤条件の中でも、『植
物の根が十分に伸長できる面積』及び『土層厚』が重要であるとされていることから、
樹種毎の根系特性に応じた基盤面積及び土層厚を設定することで街路樹根系を踏ま
えた適切な植栽基盤となる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 出典：「植栽基盤整備ハンドブック」（日本造園建設業協会 平成 18 年） 
 

 
また、基盤面積及び土層厚といった物理的要素だけでなく、植栽土壌の化学的要素

についても留意し、必要に応じて表 2.2.1（P62）及び表 2.2.2（P63）に示す植栽基盤
調査を踏まえて土壌評価を行う。 
  

植物が正常に生育するために必要な基盤の条件 

土層厚 基盤面積 
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表 2.2.1 植栽土壌良否基準※1 
項目 細目 合格基準 測定方法 不合格の対応※2 

物
理
性 

1)土性 壌土・砂壌土（埴壌
土）である 

砂の粘土の割合、す
なわち、土壌粒径の
分布状態を分析する 

交換 

2)保水性 pF1.8 〜 pF3.0 の 間
の有効水分保持量が
70L/㎥以上 

pF1.8 の保持水分容
積含有率と pF3.0 の
含有率の差から求め
る 

無機質系土壌改良
材の混入 

3)透水性 飽和透水係数 
10⁻³㎝/sec 以上 

飽和させた円筒内土
壌の 10 ㎝水頭まで
の流出量から求める 

無機質系土壌改良
材の混入 

4)硬度 1.5〜4.0 cm/drop 長谷川式土壌貫入計 土壌改良材の混入 

化
学
性 

5)酸度 pH5〜7.5 出土：水 1：5 の懸濁
液についてガラス電
極で測定する 

pH5 未 満➡砂 を
混入 
pH7.5 超過➡交換 

6)有機物 有機物含量 
4.5%以上 

炭素含量をクロム硫
酸法その他で求め、
1.724 を乗じて有機
物含量を求める 

有機質系土壌改良
材の混入 

7)養分 全チッソ含量 0.1%
以上、有効態リン 0.1
㎎/乾土 100ｇ以上、
置換性カリ 0.05me/
乾土 100g 以上 

ケルダール法・炎光
光度法・比色法・原子
吸光光度法などによ
り測定する 

有機質系の土壌改
良材混入し、肥料
の施用 

8)塩分 電気伝導度 2mS/cm
以下（塩(Nacl)含量
0.1%以下） 

電気伝導度により測
定する 交換 

出典：「沖縄県道路緑化基本計画」(沖縄県 平成 23 年)に一部加筆。硬度のみ「沖縄の
植栽土壌」（(財)海洋博覧会記念公園管理財団 平成 23 年）を参考とした。 
※1 植栽土壌は、夾雑物（大石礫、岩石、コンクリート塊、道路残材、塵芥など）が

混入していないものとする。  
※2 合格基準を満たさない場合の具体的な対応方法については、「沖縄県道路緑化基

本計画」(沖縄県 平成 23 年)、「沖縄の植栽土壌」（(財)海洋博覧会記念公園管理
財団 平成 23 年）及び「植栽基盤整備ハンドブック」（(一社)日本造園建設業協会 
平成 18 年）等を参考とする。  



 

63 

表 2.2.2 土壌検査項目 

項目 細目 
土取場から植栽地への搬入土、

既存植樹桝(帯)の土壌 
土壌改良後 

物
理
性 

1)土性 〇  
2)保水性 〇  
3)透水性 〇 〇 
4)硬度 ○※  

化
学
性 

5)酸度 〇 〇 
6)有機物 〇 〇 
7)養分 〇 〇 
8)塩分 〇  

出典：「沖縄県道路緑化基本計画」(沖縄県 平成 23 年)に一部加筆。 
※ 硬度については、既存植樹桝(帯)の土壌を対象とする。 
 

前記を踏まえ、次ページに示す植栽基盤方針に準拠することを基本とし、植栽基盤
の確保に努める。なお、道路工事の際、根系の切断や重機等による踏み固めにより根
系が損傷する可能性が想定される場合は、必要に応じて樹木医等の立ち合いや指導の
下で工事を行う等の配慮を検討する。  
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【植栽基盤方針 1】 
植物が正常に生育するために必要な基盤の主要な条件である基盤面積及び土層厚

については、樹種ごとに異なる樹冠分類及び根系分類に応じて決定する 
 樹冠分類ごとの基盤面積、根系分類ごとの土層厚を表 2.2.3、表 2.2.4 及び表 2.2.5
に示す。植穴開口部幅員については、大型種 2.0m 以上、中型種 1.5m 以上、小型種
1.0m 以上、ヤシ大型種 1.5m 以上、ヤシ小型種 1.0m 以上を目安とし、可能な限り幅
員を確保する（図 2.2.1）。歩道幅員との関係等により、植穴開口部が確保できない場
合は、縦断方向または舗装下部で基盤面積を確保する。 

なお、植樹帯及び植樹桝の縁石幅は、基盤面積・開口部の規格には含まない。この
基盤面積及び土層厚の範囲にある植栽基盤については、現地土の植栽土壌としての適
否を評価した上で必要に応じた土壌改良を行う。具体的な手法については、「沖縄県
道路緑化基本計画」(沖縄県 平成 23 年)を参考とする。 

 
表 2.2.3 基盤面積 

樹冠分類※1 基盤面積※2 
大型種※3 9 ㎡ 
中型種・小型種・ヤシ大型種・ヤシ小型種 4 ㎡ 

※1 樹冠分類の区分は以下のとおり（表 2.1.4（P54）参照）。大型種：概ね 8〜10m
程度、中型種：概ね 5〜8m 程度、小型種：概ね 3〜5m 程度、ヤシ大型種：樹高
4m 以上あるいは幹直径が大きい、ヤシ小型種：樹高が概ね 2〜4ｍ程度 

※2 根系をより広く伸長させることで良好な樹木の生育を確保するとともに根上り
の発生を抑制できることから、基盤周辺の土壌についても物理性（透水性、硬度）
を適切な値に整備することが望ましい。その際は、基盤周辺の土壌透水性は
30mm/hr 以上（長谷川式簡易現場透水試験器）であること、土壌硬度は 1.0〜
4.0cm/drop であることを目安とする。 

※3 大型種の内、アカギ、アコウ、インドボタイジュ、ガジュマル、コバテイシ、デ
イゴ、ベンガルボタイジュは、根系の広がりが大きいことから、緑地等の植栽基
盤に余裕のある場所において植栽することを基本とする。 
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図 2.2.1 植穴開口部の縦横比について 
 

表 2.2.4 土層厚 
根系分類 土層厚 

浅根性高木 60cm（※基盤底部耕起は 30cm 確保する） 
深根性高木 90cm（※基盤底部耕起は 60cm 確保する） 

 
表 2.2.5 主要な樹種における根系分類区分 

根系分類 樹種 

浅根性高木 

アカギ、アカテツ、アコウ、アダン、インドボダイジュ、オガ
サワラタコノキ、ガジュマル、カシワバゴムノキ、カナリーヤ
シ、クスノキ、クロヨナ、コバテイシ、ゴムノキ、サンゴジュ、
シンノウヤシ、タイサンボク、タイワンフウ、タコノキ、トッ
クリキワタ、ヒカンザクラ、ビヨウタコノキ、ビロウ、ベンガ
ルボダイジュ、マキバブラシノキ、モッコク、モンパノキ、ヤ
エヤマヤシ、ヤブツバキ、リュウキュウコクタン 

深根性高木 

イスノキ、イヌマキ、オオバアカテツ、サルスベリ、シマトネ
リコ、センダン、タイワンモクゲンジ、タブノキ、テリハボク、
ナギ、ハマビワ、フクギ、ホルトノキ、マテバシイ、ヤブニッ
ケイ、ヤマグワ、ヤマモモ 

参考文献：「最新樹木根系図説」（苅住曻 平成 22 年）、「沖縄における都市緑化樹木の
台風被害対策の手引き」（国土技術政策総合研究所 平成 23 年） 

大型種 中型種
ヤシ大型種

小型種
ヤシ小型種

9㎡

2.0m

道路歩道

4㎡

1.5m

道路歩道

4㎡

1.0m

道路歩道

2.0m以上を確保 1.5m以上を確保 1.0m以上を確保

※植穴開口部が 4
㎡ 未 満 か つ 幅 員
1.0m 未満である場
合は、根系が伸長
できる良好な土壌
への改良を検討す
る。土壌改良が困
難な場合は、草本
及び低木の植栽が
適切である。 
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【植栽基盤方針 2】  
植樹桝及び植樹帯の基盤面積が十分に確保できない箇所では大型種及びヤシ大型

種は選択しない 
 歩道幅員によって確保できる植栽基盤の植穴面積が左右されることから、歩道幅員
に応じた樹冠分類の樹種を植栽する（表 2.2.6）。既設の街路樹について、表 2.2.3（P64）
を確保できない植樹桝（帯）については、段階的に歩道幅員に応じた樹冠分類の樹種
への植替えを行うか、根系が伸長できる良好な土壌への改良を行う。 
 

表 2.2.6 歩道幅員に応じた樹冠分類 
 5.0m 以上 3.5m 以上 5.0m 未満 3.5m 未満※ 

大型種 ○   
中型種 ○ ○  
小型種  ○ ○ 

ヤシ大型種 ○ ○  
ヤシ小型種  ○ ○ 

※ 「道路構造令」第 11 条第 4 項によると、「歩道の幅員は、歩行者の交通量が多い
道路にあっては 3.5 メートル以上、その他の道路にあっては 2 メートル以上とす
るものとする」とある。この要件を満たし、かつ、3.5m 未満となる歩道幅員を示
す。 
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【植栽基盤方針 3】景観上等の理由により小さい樹冠分類への更新が難しい場合は、
根系が伸長できる良好な土壌への改良や防根シートの敷設等により根上がりを抑制
する 
 根上り防止対策は、①防根シートの設置、②構造物の強化、③根系が伸長できる良
好な土壌への改良、の 3 つがある（図 2.2.2）。防根シートについては、構造物より強
度が劣ることから、根上りの再発可能性があることに留意する。 

なお、土壌改良等に伴い、根系切断が必要となった場合は、事前に樹木を対象とし
た健全性の確認（健全度調査）行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 2.2.2 根上り防止対策 

出典：「道路緑化技術基準・同解説」（（公社）日本道路協会 平成 28 年） 
 
 

 
【植栽基盤の整備、改良の際、活用すべきマニュアル等】 

  
植物が正常に生育するために重要な基盤条件である植穴面積及び土層厚

については、植栽基盤方針に準拠する。その他の土壌条件等については、下
記資料を参照する。 
 
・「沖縄県道路緑化基本計画」（沖縄県 平成 23 年） 
・「沖縄の植栽土壌」（(財)海洋博覧会記念公園管理財団 平成 23 年） 
・「植栽基盤整備ハンドブック」（（一社）日本造園建設業協会 平成 18 年） 
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2.3 剪定管理方針 

(1)これまでの街路樹剪定の問題点 
 平成 5 年に、剪定技術の基本、特定の路線・樹種に対する具体的な剪定方法を記載
した「沖縄県道路植栽樹木等維持管理マニュアル」が策定された。また、「沖縄県道路
緑化基本計画」（沖縄県 平成 23 年）には、自然樹形を活かすことが重要であること、
剪定タイプへの樹形再生の追加が記載されていた。 
 しかし、現状においては、街路樹の大径木化、道路規格に応じていない樹冠分類の
樹種植栽による剪定作業量増、維持管理予算の縮減、などが要因となり、不適切な剪
定（P1※参照）及び剪定不足による沿道景観悪化が生じている（写真 2.3.1）。 
 とくに、不適切な剪定（P1※参照）は、街路樹の植栽効果が発揮されないばかりか、
景観の阻害、ほうき状に枝が多数発生することによる落枝・枝枯れ・通行障害・視距
阻害、樹勢衰退、腐朽菌侵入、腐朽進行による危険木化・倒伏等のおそれがある（引
用：道路緑化技術基準・同解説（（公社）日本道路協会 平成 28 年））。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

コバテイシ／県道宜野湾北中城線 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

アカギ／県道那覇内環状線 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

アカギ／県道沖縄環状線 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

オオバイヌビワ／県道那覇宜野湾線 
写真 2.3.1 不適切な剪定及び剪定不足による沿道景観の悪化 
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(2)沿道景観計画に基づいた剪定管理目標 
 「〜美ら島沖縄〜花と樹木の沿道景観計画」では、スタンダードな美しい街路樹の
条件として、「街路樹の統一美」、「基本となる街路樹のバランス」及び「周辺環境を踏
まえたバランス」が挙げられていた。その中の「街路樹の統一美」を実現するには、
適切な剪定管理により、①樹高の統一、②樹形と枝葉の密度の統一、③枝下高の統一、
を目標とする必要がある（図 2.3.1、表 2.3.1）。 
 
 

図 2.3.1 街路樹の統一美 
 

表 2.3.1 統一性を重視した街路樹剪定 
項目 概要 

下枝高を
揃える 

街路樹に統一感を持たせるための最も重要な管理は、下枝の高さを揃え
ることである。建築限界に従えば、下枝の高さは、車道側は 4.5m、歩
道側は 2.5m に揃えることが最良である。しかし、現状は必要以上に下
枝を高くあげており、緑量の少ない不均衡な樹形となっている。新たに
街路樹を植栽する際には、「下枝のある植栽材料」を選び、早い段階か
ら下枝の高さを揃える意識をもって剪定を行うことが大事である。 

樹高と枝
張りを揃
える 

樹高と枝張りは、管理目標樹形を確認した上で、同一路線の街路樹の平
均（なるべく高めの樹高に合わせる）を見極め、それぞれの形状によっ
て管理方法を変えて、街路樹全体を揃った樹形に誘導する。「1.丈の高
いものは、頂部の枝を切り返しによって低くする」、「2.枝張り幅の広い
ものは、切り返しによって樹冠を縮小する」、「3.平均の高さに達しない
ものは、そのまま伸長させる」、「4.欠損部に補植した若木は活着して伸
長するまでは剪定せず、樹高や枝張りが平均に追いついた段階で枝先の
切返剪定に移行する」 

枝葉の密
度を揃え
る 

同一路線の街路樹の枝葉密度の中庸を定め、密度の濃いものや樹勢の強
い成木は強めに透かす。また、樹勢の弱い個体や老木は、ふところ枝や
胴吹枝なども残してできるだけ剪定を控え、樹勢の回復を優先させる。 

出典：「街路樹剪定ハンドブック」（(一社)日本造園建設業協会 令和 4 年）に一部加
筆 

樹形と枝葉の密度の統一 樹高の統一 

枝下高の統一 
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(3)良好な沿道景観形成のための剪定管理 
1)街路樹の樹形 
 街路樹の管理目標とする樹形のタイプは、『矯正型自然樹形』を基本とする。また、
バランスの取れた街路樹とするためには、まず、制約条件の厳しい歩道幅員がベース
となり、目標管理樹形としての枝張りが決定され、その木らしさとしての樹高、枝張
り比によって樹高を設定する必要がある。  

矯正型自然樹形は、それぞれの樹種が持つ樹形特性を生かしつつ、制約された道路
空間に合わせて樹形全体をコンパクトに縮小したものとなっている（図 2.3.2、写真
2.3.2）。 
 なお、街路樹の健全な生育には、できるだけ多くの枝葉を確保する必要がある。街
路という性質上、通行機能を阻害しないことに留意しつつ、健全な生育を維持する剪
定管理を行う。 
 

剪定前 自然樹形を維持した樹冠縮小剪定 
  

図 2.3.2 自然樹形を維持した樹冠縮小剪定のイメージ 
出典：「街路樹の倒伏対策の手引き」（国土技術政策総合研究所 平成 24 年） 
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写真 2.3.2 矯正型自然樹形を目標とした枝抜き(透かし)剪定の事例 
  

コバテイシ【剪定前】 コバテイシ【剪定後】 

オオバアカテツ【剪定前】 オオバアカテツ【剪定後】 
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2)剪定タイプ 
 剪定方針は、類型化されたスタンダード等において設定した計画目標及び樹高を基
準として、現況の街路樹がどのステージに位置するかを確認した上で、4 つの剪定タ
イプ（①育成タイプ、②維持タイプ、③縮小タイプ、④樹形再生タイプ）に分類する
（図 2.3.3）。目標樹形（矯正型自然樹形、植栽間隔など）により分類した剪定タイプ
ごとの剪定方針（表 2.3.2）に準拠した剪定を行う。目標樹形については、対象となる
街路樹の成長段階や歩道幅員等の道路規格により異なることから、各路線あるいは各
区間において設定されることが適切である。 

なお、やむを得ない理由により強剪定を行う際は、目的とする支障除去（病虫害被
害、落葉など）に係る他の手立てがないかについて十分に検討する。 
 
 
 

図 2.3.3 剪定タイプの分類フロー 
出典：「街路樹維持管理計画書」（東京都建設局公園緑地部 令和 3 年）を一部変更 
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表 2.3.2 剪定タイプごとの剪定方針 
剪定タイプ※1 概要 

育成 
タイプ 

・若木を用いた新規の並木や欠損を補うために植えられた若木
および樹高が並木の平均高に及ばない樹木は、立ち枝やからみ
枝、過度な徒長枝等の不要枝を除去する程度の剪定にとどめ、樹
形全体を大きく育成する。 
・将来の骨格枝を定め、枝のバランス等を考慮し、基本的に枝抜
き剪定とし、切詰剪定は最小限に止める。 

維持 
タイプ 

・管理目標樹形を維持する通常のタイプで、平均高に合わせて側
枝と一部の副主枝の切返剪定によって樹形を維持する。 
・切返剪定を継続し、それに適した枝がない場合は、部分的に副
主枝切詰剪定によって、側枝を再生させる。 

縮小 
タイプ 

・既存の並木が管理目標樹形よりもやや大きい場合はその全体
を、並木の一部が突出して大きいものは、平均樹高に合わせ、や
や強度の剪定によって樹形を縮小する (※2、※3) 。 
・副主枝の切詰剪定によって縮小した後に萌芽してくる枝を数
年かけてコンパクトに整え直す。 

樹形再生 
タイプ 

・幹曲がりや片枝など微少剪定では対応できない樹形の悪い樹
木は、主枝や幹の梢部を含めて切詰剪定によって骨格を作り直す
(※2、※3)。また、枝先のコブを除去し、通常の枝配りに再生す
るのもこのタイプに入る。 

出典：「街路樹剪定ハンドブック」（（一社）日本造園建設業協会 令和 3 年） 
※1 剪定タイプは、図 2.3.3 の分類フローにより選定される。各剪定タイプの剪定方

針の参考資料として「街路樹維持管理計画書」（東京都建設局公園緑地部 令和 3
年）がある。 

※2 主枝等の太い枝は剪定を控えるとともに、やむを得ない強剪定の際には腐朽処
置を行う。 

※3 やむを得ない理由により強剪定を行う際は、残った太い枝に着葉した細い枝を
2〜3 割程度を残す剪定を行う等の対応を検討する。 
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(4)剪定管理の品質向上に向けた取組 
街路樹剪定の目的の本質は並木のもたらす緑陰や美観であるが、道路機能の確保が

前提となることから、樹木の緑量や広がりを極力小さくする剪定となる傾向がある。 
しかし、矯正型自然樹形を基本とし、緑化目標の達成・維持を目的とした剪定タイ

プに応じた剪定を行い、街路樹の統一美を実現することで、良好な沿道景観形成と道
路利用上の安全性確保の両立が図られる。 

そのための具体的な技術については、既存のマニュアル等により示されているが、
現時点においては、それらは実際の剪定管理に適用されていない状況にある。したが
って、以下に示す剪定管理の品質向上に向けた取組について検討を進めていく。 
 
1)矯正型自然樹形の標準化 
 基本的には矯正型自然樹形を管理目標樹形とし、強剪定が必要となる場合は、主枝
等の太い枝は剪定を控えるとともに、やむを得ない強剪定の際には腐朽処置を行う。
また、支障となる理由を整理し、樹種の更新も含めて検討する。将来的には、暴風で
も折れないリスクに強いしっかりした構造をつくる“骨格づくりの剪定（構造的剪定
※）”の導入も検討する。 
 

※構造的剪定 
米国とドイツにて実施されて
いる剪定手法。ポイントを以下
に示す。 
①最下方の下枝を見極め、これ
のみを維持 
②主幹は中心となる 1 本を見
極め、これのみを維持 
③存続させる主枝を見極め、こ
れを維持 
④樹高に対する樹冠幅の割合
を 50~60%に保つ 
⑤剪定する枝の直径は 5cm を
超えない 
 
出典：當内匡, 令和 2 年. 海外の街路樹マネジメントと近年の動向. 樹木医学研
究 24 巻 3 号. 日本樹木医学会 
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2)街路樹剪定士の活用推進 
 剪定作業を含む道路植栽維持管理業務等の受注者資格要件に（一社）日本造園建設
業協会が認定する「街路樹剪定士」を含めることで、剪定管理の品質を確保すること
を検討する。なお、本州と沖縄の樹木は、生理・生態が異なるものも多いことから、
県内で取り扱う樹木については、特性をよく理解した上で、剪定方法を確立すること
が必要となる。 
 
3)路線別剪定管理計画の策定 
 路線毎の沿道環境や樹種ごとの成長段階の違いにより剪定管理方法が異なること
から、それぞれのケースに応じて重点管理路線計画等で検討する。 
 
4)評価制度の導入 

良好な沿道景観形成のための剪定を普及するためには、本来の剪定技術を適切に評
価する仕組みが必要であることから、評価制度の導入を検討する。具体的には、発注
者立会のもとで、管理目標樹形を設定して、見本剪定を行い、それを基準として品質
管理を行うなどが挙げられる。 
 
5)技術者の力量向上 
 矯正型自然樹形の標準化や構造的剪定を普及していくためには、剪定管理に係る技
術力向上を目的とした定期的な技術講習会開催の実施等が必要となる。関係団体との
連携も図り、管理者も含めて技術者の力量向上に向けて検討を進める。 

 
 

【良好な沿道景観形成のための剪定管理の際、活用すべきマニュアル等】 
 

 基本的な剪定管理は、矯正型自然樹形とし、図 2.3.3 及び表 2.3.2 に示す
4 つの剪定タイプに準拠することとする。具体的な剪定技術については、下
記資料を参考とする。 
 
・「沖縄における都市緑化樹木の剪定マニュアル（仮称）」 

（（一財）沖縄美ら島財団 ※作成中） 
・「街路樹剪定ハンドブック」（（一社）日本造園建設業協会 令和 3 年） 
・「沖縄県道路植栽樹木等維持管理マニュアル」 

（沖縄県土木建築部 平成 5 年） 
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2.4 管理しやすい植樹帯 

(1)これまでの植樹帯の問題点 
1) 縁石と植樹帯や歩道舗装面との間に生じる段差 

縁石と植樹帯や歩道舗装面との間に段差が生じていることが多くみられる（写真
2.4.1）。従来の雑草管理においては、刈払機による除草を行っているが、交通規制を
伴うため効率的ではない。また、高木が植栽されている箇所では、刈払機使用時に樹
幹の根元をチップソー等により損傷している事例が多くみられる。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

植栽地面と縁石との段差 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

歩道舗装面と縁石との段差 
写真 2.4.1 縁石と植樹帯や歩道舗装面との間に生じる段差 

 
2)低木の間から伸びる雑草 

形姿不良である低木の植栽基盤から発生した雑草が伸長すると、低木の隙間をぬっ
て伸びてくることから、除草作業が困難となる（写真 2.4.2）。 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 

低木植栽と雑草／県道 20 号線 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

低木植栽と雑草／県道 34 号線 
写真 2.4.2 低木植栽の植栽基盤から発生した雑草の伸長 
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(2)管理しやすい植樹帯 
1)機械乗り入れを想定した段差解消 

歩道舗装面と植栽地面の高さを揃え、芝刈用機材等の乗り入れを円滑にし、作業効
率の向上を図る。それにより、ロボット芝刈機を使用した機械化も可能となる。 

また、歩道舗装面には縁石を設置しないことで、雑草が発生する縁石と歩道舗装面
の間隙も解消できる。 
 
2)低木植栽から芝植栽への更新 
 形姿不良あるいは生育不良の低木を芝植栽へ更新することで、芝刈り機等の機械導
入が図られ、除草作業の手間が低減化できる（写真 2.4.3）。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

県道宜野湾北中城線 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ハワイ 
写真 2.4.3 植栽地面との段差解消、歩道舗装面の縁石を設置していない事例 

 
3)植樹帯改良のイメージ 
 植樹帯改良イメージを図 2.4.1 に示す。歩道側の縁石撤去、植樹帯内の基盤改良を
行い、歩道と基盤の境界はエッジング材を設置する。 
 
 
 
 
 
 

図 2.4.1 植樹帯改良のイメージ  
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2.5 点検及び問題箇所の改善 
(1)点検 
 道路緑化技術基準・同解説（（公社）日本道路協会 平成 28 年）によると、「樹木等
の管理にあたっては、道路巡回や道路利用者等からの道路の異状等に関する情報の活
用により、道路交通への支障や道路利用者等の危険の未然防止に努めなければならな
い。」と記載されている。 
 街路樹の維持管理においては、道路の損傷や道路交通の支障、それに繋がる兆候を
早期に確認することが重要となる。異状またはその兆候が確認された場合は、必要に
応じて専門家（樹木医等）による調査を行うなどの方法により、樹木の健全度につい
て確認し、安全確保の観点から対策の必要性及び緊急性を判断したうえで、必要な対
策を適切に行う（参考資料：「街路樹の倒伏対策の手引き第 2 版（国土技術政策総合
研究所 令和元年）」）。病虫害についても、発生初期段階で対応することにより道路利
用者等への被害を未然に防止することが可能となる。 
 また、設置されている支柱については、損傷や街路樹への食い込み等が発生してい
ないか確認する。支柱の役割は、街路樹を植栽してから根が活着するまでの間に樹木
が倒れないように支えることであるが、その役割を完了した支柱については、早期に
撤去し、法令に準拠した適切な処理（廃棄等）を行う。 
 道路巡回での点検内容を表 2.5.1 に示す。 
 

表 2.5.1 道路巡回での点検内容 
巡回 概要 方法 

通常 
巡回 

道路植栽の生育不良や枯枝、枯
損木、ぶら下がり枝、支柱の破
損及び支柱による植物の損傷、
歩行者や道路標識の視認性へ
の影響の有無、ヤシの落葉等を
確認する。 

・パトロール車内からの遠望目視によ
り行う。 
・確認した内容は、巡回記録表に記入
し、必要に応じて写真を撮影する。 

定期 
巡回 

道路植栽の病虫害や樹体の構
造上の弱点（揺れ、腐朽・空洞、
亀裂等）を確認する。 

・徒歩等による近接目視により行う。 
・確認した内容は巡回記録表に記入し
必要に応じて写真を撮影する。 

異常時 
巡回 

台風、豪雨、等の異常気象や災
害発生時あるいは発生が予測
される際には、生じる道路植栽
の倒伏や落枝等の危険性を確
認する。 

・原則として、パトロール車内からの遠
望目視により行うが、必要に応じて徒
歩等による近接目視により行う。 
・確認した内容は巡回記録表に記入し、
必要に応じて写真を撮影する。 

出典：「道路緑化技術基準・同解説」（（公社）日本道路協会 平成 28 年）に一部加筆 
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(2)問題箇所の改善 
 沖縄県の道路緑化は『沖縄県道路緑化基本計画』に基づき整備が進められ、緑の量
的な増大に貢献してきた。しかし、現在に至り、街路樹（高木）においては、表 2.5.2
及び写真 2.5.1（P80）に示す問題が発生している。 
 これらの問題個所を個別に改善していくことで、道路交通の安全確保及び沿道景観
の向上に繋げる。なお、改善の際には、対象となる沿道において求められる緑化機能
に留意しなければならない（表 2.5.3）。 
 

表 2.5.2 街路樹管理の主な問題 
①生育不良・形姿不良※ 
②根上がりによる縁石・歩道の破損 
③狭い歩道幅員（3.5m 未満）での高木植栽 
④交差点や進入路の見通しが悪い 
⑤自然景観の阻害 
⑥落葉・落果 
⑦病虫害 

※①の生育不良・形姿不良については、“不適切な剪定（P1※参照）”、“台
風後の枝折れ等の回復不良等”、“植樹桝の狭隘化”、“地表面の被覆化（張り
コンクリート等）による樹勢低下”、“周辺環境の変化による樹種の不適合”
など、様々な要因が挙げられる。 

 
表 2.5.3 地域ごとに求められる主な緑化機能 

地域 緑化機能※ 

都市地域 
（市街地、住宅地、観光地） 

景観向上機能 
環境保全機能 
緑陰形成機能 
交通安全機能 
防災機能 

自然地域 
（農村・田園、山林、海岸、景勝地） 

景観向上機能 
環境保全機能 
交通安全機能 
防災機能 

※本表で示す緑化機能は、標準的に求められる緑化機能であることから、地域特性に応じて
求められる緑化機能を確認する必要がある（例えば、都市地域に位置する県道 42 号線は、
県庁に面し、観光客等の人通りも多いことから、景観向上機能、環境保全機能、緑陰形成
機能、交通安全機能、防災機能が求められる。一方、自然地域に位置する国道 449 号は、
良好な海岸景観があり、沿道の集落が少ないことから、主に交通安全機能が求められる。）。 
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生育不良 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

形姿不良 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

根上がりによる縁石・歩道の破損 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

狭い歩道幅員(3.5m 未満)での高木植栽 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

交差点や進入路の見通しが悪い 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

自然景観の阻害 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

落葉・落果 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

病虫害 
写真 2.5.1 街路樹管理の主な問題  
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 街路樹管理上発生する主な問題箇所の改善フロー、生育不良及び形姿不良の判断を
図 2.5.1、図 2.5.2 及び図 2.5.3 に示す。高木撤去を伴う改善については、道路利用上
の安全性等の優先順位の検討、沿道景観への配慮、地域住民等との合意形成なども図
りながら進める。なお、病虫害への対応については、「第 3 章 病虫害対策」を参照と
する。       

都市地域（市街地、住宅地、観光地） 
 

 

図 2.5.1 都市地域における問題箇所改善フロー 
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自然地域（農村・田園、山林、海岸、景勝地） 
 

図 2.5.2 自然地域における問題箇所改善フロー 
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樹勢が「悪い」あるいは「枯死」であれば、生育不良と判断する。また、傾

きが「傾き・有（危険）」、あるいは、“樹木の全体が枯れた場合か、植栽した時
の状態で枯枝が樹冠部のおおむね 2/3 以上となった場合をいう。また、直な主
幹を持つ樹木については、樹高のおおむね 1/3 以上の主幹が枯れた場合”「道
路植栽の設計・施工・維持管理」（中島宏 平成 24 年）は形姿不良と判断する。 

 

樹
勢 

 

傾
き 

 

出典：「街路樹の倒伏対策の手引き」（国土技術政策総合研究所 平成 24 年）  
図 2.5.3 生育不良及び形姿不良の判断について  
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(3)植栽・更新時における地域住民等との連携 
 問題箇所の改善を計画的に行う場合においては、対象区間となる道路を利用してい
る地域住民等の要望を聞き取る必要がある。とくに、植栽後の経過年数が長い期間と
なっている街路樹については、周辺住民が街路樹に対して愛着や親しみを持っている
場合、地域住民等の意向は確認する。 

再整備時における地域住民との合意形成について図 2.5.4 に示す。要望を聞き取る
際に行うアンケートやワークショップにおいては、再整備後の維持管理体制について
も議題に加え、意見交換を行うことで地域住民等との協働に繋げる。 

なお、単に維持管理の観点（落葉対策等）のみで、撤去されることがないよう、行
政も維持管理の改善策等を提案し、「県民・行政・事業者の街路樹植栽・維持管理行動
指針」を踏まえて、街路樹を大切に思う県民の意識を醸成しながら検討を行う。 
 
 
 
 

 
 

 
図 2.5.4 植栽・更新時における地域住民との合意形成  

アンケート 
①地域の問題や要望、留

意点を広く把握する
ことができる。 

②整備等の方針を地域
全体へ周知できる。 

 

ワークショップ 
①自治会長等を中心に

地域の実情をよく知
るメンバーで議論す
ることで、効率的に問
題や改善方法が把握
できる。 

②必要に応じて、実際に
現場を一緒に歩くこ
とで、詳細な問題や整
備方法を具体化でき
る。 

 

【整備方針の決定】 
①更新撤去する箇所 
②植樹桝を残す箇所

や埋め戻し歩道と
する箇所 

③植栽する高木及び
草花等の種類 

④地域住民と連携し
た維持管理体制 

【アンケートやワークショップ時の工夫点】 
①平面図や航空写真、現場写真、改善前後のコンピューターグラフィック写真

など地域住民が具体的にイメージしやすい資料を準備する。 
②アンケート結果やワークショップで出た意見等を説明した後に議論に入るこ

とで、手戻りが少なく、理解を高めることができる。 
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 また、街路樹の適切な維持管理には、道路利用者や地域住民の理解が不可欠である
ことから、状況に応じて管理に関わる周知等の情報共有を行う（図 2.5.5）。整備等が
発生した時だけでなく、地域住民への日常的な情報提供を介した接点の維持は重要で
ある。なお、更新・撤去を検討する際は、「文化財に指定されていないか」、「地域で愛
着や親しみがある樹木ではないか」、について事前確認が必要となる。 
 
 

 ①即時対応が必要な場合 
 倒木の恐れや幹の傾斜等により交通安全上の支障があり、緊急的な街路樹の
更新・撤去を行う際は、速やかに対応する必要がある。 

  

 ②緊急ではないが速やかな対応が必要な場合（1 週間以内での対応を要する） 
 上記①ほど緊急を要しないが、早期対応が必要な場合は、速やかに注意喚起
を行った上で、対象となる街路樹あるいは区間の始点・終点に更新・撤去に関
する周知文を 1〜3 日程度掲示する。 

 

 ③計画的な問題箇所の改善を行う場合 
 上記①及び②には該当しないが、問題箇所の改善を計画的に行うにあたり、
地域住民等の要望聞取りやアンケート及びワークショップ、専門家の意見等を
踏まえたうえで、対象となる街路樹あるいは区間の始点・終点に更新・撤去に
関する周知文を 1 週間程度掲示する。 

 
※周知文掲示のタイミングや期間については、「街路樹管理マニュアル」（東京

国道事務所 令和 4 年）を参考とした。 
 

図 2.5.5 更新・撤去時の周知目安 
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(4)その他留意事項 
1)伐採・切株の対応 
 街路樹の倒木や撤去等により、切株のみが残されている植樹桝や植樹帯が増加して
いる（写真 2.5.2）。残置された切株については、歩道通行の支障、腐朽菌やシロアリ
の繁殖、沿道景観への影響等の支障があることから、早期に除去する必要がある。 
 図 2.5.1（P81）及び図 2.5.2（P82）に示す『街路樹の更新』以降のフローに沿って、
更新内容（高木植栽、低木植栽、草本（草花）植栽、舗装修繕等）を判断し、それぞ
れが必要とする基盤深度に応じて切株除去を行うとともに、その後の更新についても
対応を行う。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

トックリキワタ／県道名護本部線 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

デイゴ／県道奥武山米須線 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ブラシノキ／県道那覇糸満線 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ホウオウボク／県道 46 号線 
写真 2.5.2 切株のみが残されている植樹桝や植樹帯 
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2)不要支柱の撤去 
 支柱の役割は、街路樹を植栽してから根が活着するまでの間に樹木が倒れないよう
に支えることであるが、植栽後、支柱の機能を要しない状態や支柱が損壊しても撤去
されていない事例が見られる（写真 2.5.3）。役割を完了した支柱については、早期に
撤去し、適切な処理をすることが必要である。 
 基本的には、植栽に伴う支柱設置後、約 3 年を目途に撤去判断を実施する（参考：
街路樹維持管理・改善マニュアル（熊本県）、仙台市街路樹マニュアル）。ただし、支
柱の設置期間は、生育の良い樹木で約 3 年と言われているが、樹木の生育状況や環境
条件等を勘案して、継続的に支柱を要すると判断した場合は、結束の補修や新しい支
柱に更新する等の対応を行う。 

支柱の破損及び支柱による植物の損傷の確認については、通常巡回で実施すること
とする。 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

破損／県道 36 号線 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

破損／県道 6 号線 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

破損／県道保良西里線 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

金属支柱による樹幹圧迫／国道 329 号 
写真 2.5.3 機能を果たしていない支柱 
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3)植樹桝及び植樹帯における地表面被覆の改善 
 植樹桝及び植樹帯における雑草対策を目的として、コンクリートや真砂土等を用い
た地表面被覆が進められてきたが、安全管理、景観及び樹木の生育等の観点で問題が
生じている（写真 2.5.4）。地表面を被覆することで、植栽されている高木の根茎への
水分や酸素の供給が十分になされないため、樹木の生育不良に繋がる可能性がある。
また、被覆後しばらくすると、縁石との隙間からの雑草繁茂や被覆した資材の破損が
多く発生していることから、地表面被覆による雑草対策のあり方については改善が必
要な状況である。 
 一方で、雑草繁茂への対応として、沖縄県においては性能規定型雑草管理や道路ボ
ランティアをはじめとする官民連携による維持管理が推進されている。 
 雑草対策を目的とした地表面被覆を撤去し、新たな植栽後の性能規定型雑草管理と
官民連携の取組により、「良好な沿道景観形成」、ひいては「沖縄らしい世界水準の観
光地に相応しい沿道景観形成」に繋げていくことが可能となる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

間隙からの雑草繁茂、根上り 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

張りコンクリート 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

舗装材の破損 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

舗装材の劣化、間隙からの雑草繁茂 
写真 2.5.4 植樹桝及び植樹帯における地表面被覆の事例 
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4)コスト低減型の空き桝補植 
前述の「①伐採・切株の対応」の後に、図 2.5.1（P81）及び図 2.5.2（P82）に示す

『街路樹の更新』以降のフローに沿って、高木植栽を選定することとなった際、コス
ト低減策として、播種による補植が挙げられる。 
 空き桝の補植については、沿道環境（風当たりが強い、日照条件など）を十分に把
握した上で、植栽の必要性や持続可能性について検討しなければならない。 

現状においても、街路樹撤去後の空き桝が増加しており、安全管理や景観上の問題
が生じている（写真 2.5.5）ことから、播種補植は数多くの空き桝へ補植するための 1
本あたりの単価を下げる策としては有効である。なお、播種による空き桝補植は、先
行的に整備を進める重点管理路線よりも、継続的な取組を進める一般管理路線を中心
に行うことが効果的である。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

空き桝と残置根株／県道奥武山米須線 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

空き桝と残置根株／県道奥武山米須線 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

空き桝の雑草繁茂／県道奥武山米須線 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

植樹帯／県道沖縄石川線 
写真 2.5.5 沿道にみられる空き桝 
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第 3 章 病虫害対策 

3.1 沖縄県管理道路において発生頻度の高い病虫害とその対応 

(1)沖縄県内の街路樹において発生頻度が高い病虫害 
沖縄県内において発生頻度が高い病虫害について表 3.1.1、写真 3.1.1 に示す。 

 
表 3.1.1 沖縄県内の街路樹において発生頻度が高い病虫害 

樹種 病虫害 
アカギ アカギヒメヨコバイ、ゴマダラカミキリ 

デイゴ 
デイゴヒメコバチ、ベニモンノメイガ、 
軟腐病 

ホウオウボク ホウオウボククチバ 
リュウキュウマツ マツノザイセンチュウ 
ゲッキツ、ガジュマル、アコウ ゴマダラカミキリ、南根腐病 
多様な樹種 タイワンキドクガ、南根腐病 

（補足）2023 年 3 月に国頭村においてカイガラムシ（Aulacaspis yasumatsui）によ
るソテツへの被害が確認された。沖縄県においては初確認ではあるが、アメリカで
は甚大な被害が確認されており、奄美大島においても被害が拡大している状況を勘
案すると注意が必要である。 

 
(2)主な病虫害への対応 
 一般的に、病虫害の防除方法は、「物理的な防除」、「薬剤による防除」の 2 つに分
類されている（「街路樹剪定ハンドブック」（（一社）日本造園建設業協会 令和 3 年））。
沖縄県管理道路では、「物理的な防除」として剪定及び伐採、「薬剤による防除」とし
て薬剤の樹幹注入を実施している（表 3.1.2）。 
 

表 3.1.2 沖縄県管理道路における主な病虫害被害状況とその対応 
樹種 対応状況 

アカギ、デイゴ、ホウオウボク 剪定、伐採、樹幹注入 
リュウキュウマツ 伐採（撤去）、樹幹注入 
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アカギ（アカギヒメヨコバイ） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

デイゴ（デイゴヒメコバチ） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

デイゴ（ベニモンメイガ） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ホウオウボク（ホウオウボククチバ） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

リュウキュウマツ 
（マツノザイセンチュウ） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ガジュマル 
（南根腐病） 

写真 3.1.1 主な病虫害の状況写真  
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3.2 病虫害への対応方針 

病虫害への対応は、「未然防止」と「防除」の 2 つに大きく分けることができる。
「未然防止」は平常時の維持管理、「防除」は病虫害発生後の駆除や殺菌等を行う。病
虫害発生前には、平常時の維持管理により未然防止を図り、病虫害発生後は可能な限
り早期に発見し、発生初期段階における防除を図ることが重要である。なお、病虫害
への対応方針の検討の際には、必要に応じて樹木医等の専門技術者の活用も検討する。 
 
(1)未然防止 
1)植栽環境の健全化 
 良好な生育環境のもとで健全に生育している樹木には、病虫害が発生しにくいもの
である。したがって、「適切な樹種選定」、「植栽基盤」、「剪定管理」等による樹木植栽
環境の健全化が重要となる。なお、「適切な樹種選定」、「植栽基盤」、「剪定管理」への
対応については、第 2 章（2.1 主要な植栽樹種、2.2 樹木の成長に配慮した植栽基盤、
2.3 剪定管理方針）に示す。 
 
2)除草作業中の根元損傷回避 
 除草作業において刈払機を使用する際は、街路樹の根元を傷つけないように注意す
る。写真 3.2.1 に示すように、刈払機のチップソーで根元を傷つけてしまうと、そこ
から腐朽菌等が侵入し、樹体内の空洞化や倒木するリスクが高くなる。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

インドキワタ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

マニラヤシ 

写真 3.2.1 刈払機による根元の損傷 
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3)早期発見 
 病虫害は発生初期段階において発見しづらいことが多い。しかし、早期に異状を発
見し、対応方法を検討することで、被害を最小限に抑えることが可能となる。 
 具体的には、道路パトロール等で行う「通常巡回」、維持管理業務等の受託業者が行
う「定期巡回」及び地域住民からの通報等による病虫害早期発見体制を構築すること
が挙げられる。なお、病虫害早期発見に係るその他の異状も含めた点検内容を表 2.5.1
に示す。病虫害発見後は、表 3.2.1 及び図 3.2.1 に示す項目について必要に応じて確
認・検討を行う。 

 
表 3.2.1 病虫害発見後の確認・検討事項 

№ 確認・検討事項 概要 
① 病虫害の同定 害虫や腐朽菌について同定を行う。 

※同定：生物の分類上の所属や種名を決定すること。 
② 被害程度の確認 害虫や腐朽菌が寄生している樹体に対してどの

程度の被害を及ぼしているのかを確認する。 
③ 進行・拡散状況の確認 各土木事務所とも情報共有を行い、対象となる

病虫害の拡散範囲等を把握する。 
④ 樹木に対する影響予測 対象となる病害虫による被害と拡散範囲等を基

に街路樹に対する影響予測を行う 
⑤ 原因の究明及び対策の検討 影響予測を踏まえて、対策方針の検討行い、必

要に応じて原因究明も行う。 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3.2.1 病虫害発生に伴う対応フロー 

病虫害の
発生

土木事務所
（維持管理班）報告 【相談窓口】

沖縄県緑化推進委員会
（098-987-1644）

①病害虫の同定

②被害程度の確認

③進行・拡散状況の確認

④樹木に対する影響予測

⑤原因の究明及び対策の検討

樹木医等の
専門技術者
の紹介など

相談
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(2)防除 
1)物理的防除 
 主な物理的防除には、表 3.2.2 に示す 2 つが挙げられる。剪定については、第 2 章
の「2.3 剪定管理方針」を基本とし、枝葉に寄生する害虫に対処するには強剪定がや
むを得ない場合もあるが、被害状況、沿道環境、樹体の生育状況等を勘案して、強剪
定とならないような剪定方法や事前の対策を検討する。 
 

表 3.2.2 主な物理的防除 
№ 手法 概要 

1 剪定、手取り 
病虫害の発生している葉や枝を切除する。寄生している
カイガラムシ等の害虫を搔きとる。 

2 焼却 被害の拡散を防ぐため、被害を受けた部位を焼却する。 
出典：「街路樹剪定ハンドブック」（（一社）日本造園建設業協会 令和 3 年）を一部 

変更 
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2)薬剤による防除 
 薬剤による防除方法としては、主に樹幹注入と散布の 2 つがある。適応可能な薬剤
については、「デイゴおよびホウオウボクの主要病害虫診断防除マニュアル（沖縄県
環境部環境再生課 令和 3 年）を参考とする。薬剤を使用する際には、事前に地域住
民等への告知を行う（表 3.2.3）。また、薬剤を用いた各手法の留意点を表 3.2.4（P96）
に示す。なお、南根腐病への感染が確認された際には、「南根腐病対策マニュアル（第
2 版案）」（沖縄県農林水産部森林管理課 令和 4 年）を参照し、感染拡大抑制に努め
る。 
 

表 3.2.3 薬剤使用（樹冠注入）の周知文例 

令和〇〇年〇〇月〇日 

 

薬剤の樹幹注入に関するお知らせ 

 

県道○○号線（○○～○○）に植栽されたデイゴに発生したデイゴヒメコバ

チ駆除のため、令和〇〇年〇〇月〇〇日午前〇時～〇時頃に、アトラック液剤

の樹幹注入を実施します。 

 

なお、次の場合は散布を延期します。 

 ・雨が降っている。 

 ・降水確率が高い予報が出ている。 

 ・強い風が吹いている。 

 

延期後の樹幹注入予定は令和〇〇年○○月〇〇日午前〇時～〇時です。 

施工については十分注意して実施しますので、ご理解のほどよろしくお願

いいたします。 

ご不明な点がございましたら、下記までご連絡ください。 

 

施工者：▼▼造園 担当者◆◆ ◆◆ 

電話×××-××-×××× 

 

発注者：◇◇土木事務所 □□班 担当者◆◆ ◆◆ 

電話×××-××-×××× 
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表 3.2.4 薬剤を用いた各手法の留意点 
手法 留意点 
樹幹 
注 入
等 

・周辺環境への拡散が抑えられる手法である。 
・繰り返しの施用により、幹に多数の注入痕が発生し、枯死のリスクが高まること
が指摘されている。そのため、注入位置が集中しないようにすることに注意する。 

散布 

・事前に周辺住民へ、農薬使用の目的、散布日時、使用農薬について十分な周知に
努めること（※1、※2）。 
・学校や幼稚園、保育園、通学路、図書館等が近隣にある場合は、当該学校等を通
じて子供の保護者等へ周知を図るとともに、散布の時間帯に最大限配慮する（登下
校の時間帯は避けるなど）（※3）。 
・事前に立て看板等で表示も行うとなお良い（※2、※3、※4）。 
・農薬散布は無風または風が弱い時（風速 3 m/s 以下）に行うなど、飛散が少ない
気象条件や時間帯を選ぶとともに、周辺住民の人出が少ない時間帯を設定すること
（※1、※2、※5）。 
・飛散の恐れがある場合は、散布作業は中止または延期する（※1、※4）。 
・農薬散布を行う前に使用上の注意事項をしっかり確認する（※1、※4）。 
・散布機の圧力調整や飛散軽減ノズルの使用も有効（※1、※4）。低木には肩掛け手
動の機器を使用することや、樹木全体に散布せずに害虫の生息部分にスポット散布
するなどの方法も有効である（※1）。 
・ミスト（霧）を舞い上がらせないよう適正な圧力で散布すること（※1、※2、※
5）。 
・河川および湖沼等に散布液が飛散しないよう注意する（※5）。 
・散布した場所は、少なくとも当日は散布区域に縄囲いや立札を立てる等により、
関係者以外の者の立ち入りを防ぐ（※1、※3）。 
 
※1 公益社団法人緑の安全推進協会. 2020. 樹木等の病害虫防除に関する手引き. 

https://midori-kyokai.com/pdf/jyumoku-tebikiB.pdf 
※2 大津市. 2015. 大津市施設等における農薬・殺虫剤等農薬適正使用等農薬適正使用

ガイドライン（解説編）.  
https://www.city.otsu.lg.jp/material/files/group/2/201505nouyaku2.pdf 

※3 環境省水・大気環境局土壌環境課. 2020. 公園・街路樹等病害虫・雑草管理マニュ
アル. https://www.env.go.jp/water/koen_R2.pdf 

※4 農薬工業会. 2020. https://www.jcpa.or.jp/ 
※5 農林水産省消費・安全局植物防疫課防除班. 2013. 農薬飛散対策技術マニュアル. 

https://www.maff.go.jp/j/syouan/syokubo/gaicyu/g_nouyaku/manual/ 
 

出典：「デイゴおよびホウオウボクの主要病害虫診断防除マニュアル」（沖縄県環境部
環境再生課 令和 3 年）を一部変更  
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3.3 適用可能な樹幹注入用薬剤 

 街路樹に適応可能な樹幹注入用薬剤を表 3.3.1 に示す。具体的な手法及び留意事項
については、「デイゴおよびホウオウボクの主要病害虫診断防除マニュアル」（沖縄県
環境部環境再生課 令和 3 年）を参考にされたい。 
 

表 3.3.1 街路樹に適応可能な主な樹幹注入薬剤 
アカギの樹幹注入（打込み）薬剤 

農薬の名称 登録番号 農薬の種類 系統 病害虫・雑草
名称 

GF オルトラン 
カプセル 第 21791 号 アセフェート 有機リン系 

アカギヒメヨ
コバイ 
ケムシ類 

 

デイゴの樹幹注入薬剤 

名称 登録番号 農薬の種類 系統 病害虫・雑草
名称 

アトラック液剤 第 22050 号 
チアメトキサム液剤  

ネオニコチ
ノイド 

デイゴヒメコ
バチ 井筒屋 

アトラック液剤 第 22051 号 

ウッドセーバー 第 23676 号 ジノテフラン液剤  
ベニモンノメ
イガ、デイゴ
ヒメコバチ 

リバイブ 第 23743 号 エマメクチン 
安息香酸塩液剤  

マクロライ
ド 

ベニモンノメ
イガ、ケムシ
類 

 

ホウオウボクの樹幹注入薬剤 

農薬の名称 登録番号 農薬の種類 系統 病害虫・雑草
名称 

リバイブ 第 23743 号 エマメクチン安息香
酸塩液剤  

マクロライ
ド 

ホウオウボク
クチバ 
ケムシ類 

出典：「デイゴおよびホウオウボクの主要病害虫診断防除マニュアル」（沖縄県環境部
環境再生課 令和 3 年） ※令和 5 年 3 月時点での登録情報であることから、
使用する際は登録状況の確認が必要となる。  
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第 4 章 街路樹データベースとの関係 

4.1 本県における街路樹データベースの整備について 

「沖縄らしい世界水準の良好な沿道景観の形成」を達成するためには、植栽及び管
理履歴を蓄積することで、道路管理者がどの路線でどのような維持管理を要している
のかを把握するためのデータベースを構築する必要がある。 

沖縄県が管理する道路延長は約 1,250km であり、その内、高木は約 10 万本を有し
ている。このような状況下において、本ガイドラインに基づいた維持管理を計画的か
つ適切に運用を進めていくにあたっては、植栽及び管理履歴を蓄積した街路樹データ
ベースの整備が不可欠である。街路樹データベースに必要な要素を表 4.1.1 に示す。 
 

表 4.1.1 街路樹データベースに必要な要素 
№ 目的 データベース整備に必要な要素 

1 

持続的に良好な沿道景観形成を
図るためには、計画的な街路樹
管理を基本とする必要がある。 

①維持管理業務等の発注支援ツールとし
ての機能。 

②受発注者間で維持管理内容が共有する
ことができる。 

③管理計画に基づいたリマインダー機能。 

2 

街路樹の基本情報（樹種、位置、
植栽時期など）が蓄積されてい
ないことから、既往情報の整理
や一元化を図る必要がある。 

④街路樹の基本情報を集約し、一元化す
る。 

⑤基本情報の蓄積が少ないことから、運用
初期段階においては、街路樹をブロック
毎で管理し、段階的に個体毎の管理へ切
り替えていくことができるものとする
（随時、データの追加取得を進めること
でデータベースの充実化を図る。）。 

3 
今後は、設定した管理区分に対
応した維持管理を計画的に進め
ていく必要がある。 

⑥管理区分によって必要となる管理内容
が異なることを表示できる。 

4 
将来的に、街路樹による生態系
サービス評価等を行う際には、
情報が一元化されている必要が
ある。 

⑦拡張性や出力されるデータの汎用性に
留意する。 
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4.2 街路樹データベース整備に向けて 

 街路樹データベースにおいて必要と考える入力項目は、①植栽位置、②植栽樹種、
③幹周り、④植桝形状、⑤植栽／更新時期、⑥管理実績、⑦管理区分ごとの管理計画、
である（表 4.2.1）。まずは、重点管理路線（フェーズ 1）となる約 116km を対象とし
た街路樹データベース整備を目標とする。ただし、全延長への拡張を視野に入れた構
成とする。 

 
表 4.2.1 街路樹データベースに必要と考える入力項目 

項目 入力データ 

①植栽位置 地図上にプロットする 
②植栽樹種 植栽位置ごとの植栽樹種 
③幹周り 個別街路樹の幹周り 
④植桝形状 植樹桝か植樹帯か 
⑤植栽／更新時期 街路樹の植栽時期あるいは更新時期 
⑥管理実績  高木剪定及び植桝土壌改良等の維持管理実績（剪定、

土壌改良など） 
⑦管理区分ごとの管理計画 重点管理路線と一般管理路線の区分 

 

 

4.3 街路樹データベースの今後の展開について 

 街路樹データベースにより、管理区分ごとに植栽・更新時期や樹種に応じた維持管
理を計画的に実施することが可能となる。これまでの管理履歴を蓄積、整理すること
で、より効果的・効率的な維持管理への貢献が期待できる。 
 なお、データベースの運用にあたっては、道路管理に係る行政職員だけではなく、
維持管理業者や苗木等の生産者との連携についても検討する必要がある。 

また、今後、街路樹データベースを活用し、効果的・効率的な街路樹植栽・維持管
理を進めていくためには、機能の拡張性を確保しておくことも検討しなければならな
い。 
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【将来的な機能拡張事例】 

①樹木の成長モデルを基にした維持管理：樹木の成長特性にあった植栽・維持管
理を行うためには、データベースに樹木の成長モデルを組み込む必要がある。沿
道環境における植栽後の樹木の成長データを蓄積することで、精度の高い成長
モデルが構築できる。樹種ごとの成長モデルを参考に、適切な植栽や維持管理
（更新時期の設定等）ができる。 
②生態系サービスの定量的評価プログラムとの連携：街路樹の緑化機能である、
二酸化炭素固定量、大気汚染物質除去等の貨幣換算を行うことで、その評価結果
を用いた街路樹・維持管理方針の検討や費用対効果分析が可能となる。そのため
には、i-tree（アイツリー）※等の樹木の生態系サービスの定量的評価プログラ
ムをデータベースと連携可能とすることも視野にいれた整備が望ましい。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4.3.1 樹木の成長予測のイメージ 出典：国総研資料（第 1049 号） 
 
 

 
※ i-tree：米国フォレストサービス（USForestService）が開発し無償で提供する、

樹木による生態系サービスの定量的評価を行うためのコンピュータプログラ
ム 
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第 5 章 街路樹植栽･維持管理の組織体制と地域等との連携等 

5.1 行政の組織体制 

(1)沖縄県庁の体制 
 沖縄県庁の体制について表 5.1.1 に示す。 

表 5.1.1 沖縄県庁の体制 
組織 取組概要※ 

土木 
建築部 

道路管理課 
沿道景観推進
室 

・沿道景観計画及び本ガイドラインの運用 
・本ガイドラインに基づく良好な沿道景観形成のための

予算確保 
・重点管理路線計画の策定 
・効率的・効果的な維持管理のための街路樹データベース

整備 
・性能規定発注方式や評価制度の導入 
・地域やボランティア、企業等との連携した取組 
・官民連携による維持管理体制の構築 
・土木事務所への指導及び連携・協力の取組 
・関係各課、国・市町村及び関係団体等との連携した取組 

各土木事務所 
・沿道景観計画及び本ガイドラインの運用 
・県管理道路の除草、植栽及び維持管理等 
・官民連携による良好な沿道景観形成の取組（取組推進に

必要となる体制確保を検討する） 
道路街路課 ・沿道景観計画及び本ガイドラインの運用 

都市計画・ 
モノレール課 

・良好な沿道景観向上のための調査及び取組等（市町村 
の景観形成担当課とも連携） 

・重点管理路線について、景観関連施策との連携及び協 
力等 

文化観光 
スポーツ 
部 

観光政策課 
観光振興課 

・沖縄らしい世界水準の観光地に相応しい沿道景観の提
案、観光施策への位置づけ 

・沖縄県観光振興条例に関する取組 
・観光目的税の道路維持管理への活用検討 
・観光関連団体への協力呼びかけ等 

環境部 環境再生課 
・全島緑化事業に関する取組 
・緑化に関する必要な調査や普及啓発等（庁内緑化マト 

リックス組織の事務局） 
・ボランティアへの苗木の配布等 

農林 
水産部 

営農支援課 
・除草剤の使用について所管の観点から意見 
・道路における除草剤使用について正しい知識の普及啓

発等 

森林管理課 
・樹木の生態特性等を勘案した植栽候補種の更新につい

ての意見等 
・樹木の成長シミュレーション、植栽土壌改良、病害虫 

対策等に係る協力等 
知事公室 特命推進課 ・庁内における横断的な取組の調整 

※ 企画部（SDGs）及び商工労働部（産業振興・雇用等）とも連携を図る。 
出典：「〜美ら島沖縄〜花と樹木の沿道景観計画」（沖縄県 令和 4 年 9 月）(P50)を一部変更 



 

102 

(2)国及び市町村等との連携 
重点管理路線については、良好な沿道景観形成を経て、沖縄らしい世界水準の観光

地に相応しい沿道景観形成を目標とした取組を行う。この取組は、県管理道路のみな
らず国道、市町村道、沖縄自動車道においてもそれぞれの連続性に留意し、整合を図
っていく。 

そのため、国道、市町村道及び沖縄自動車道においても、県管理道路における重点
管理路線との連続性を考慮した良好な沿道景観となるように各道路管理者と協議・調
整を行う。 
 
(3)（仮称）「美ら島沿道景観推進委員会」による進捗管理 
 沿道景観計画の目標である『沖縄らしい世界水準の観光地に相応しい沿道景観形成』
を達成するための行動計画の進捗管理を行うために、（仮称）「美ら島沿道景観推進委
員会」を定期的に開催する。同委員会の構成（案）を表 5.1.2 に示す。 
 

表 5.1.2 （仮称）「美ら島沿道景観推進委員会」の構成（案） 
№ 役割・視点 
1 企業・経済団体の視点 
2 観光団体の視点 
3 県民の視点 
4 全国の街路樹植栽・維持管理に係る事例に精通している 
5 都市地域及び自然地域に係る景観や環境に係る視点 
6 緑化植物についての知見を有する 
7 街路樹植栽・維持管理（剪定、病虫害等）に係る知見を有する 
8 道路ボランティアを始めとする、地域住民等との連携調整の視点 

※ 国、県及び市町村も行政実務者の視点から参加する。 
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(4)関係団体との連携 
沿道景観計画に係る取組を進め、短期的目標や中・長期的目標を達成するためには、

行政だけではなく、関係団体との連携が不可欠である。主な関係団体の役割を表 5.1.3
に示す。また、官民連携の取組等に関し、経済団体及び観光団体等との連携も必要と
なる。 
 

表 5.1.3 主な関係団体の役割 
主な関係団体 役割 

(公社)沖縄県緑化推進委員会 ・道路ボランティア団体の新規確保や継続的取組
の環境整備等 

(一社)沖縄県造園建設業協会 ・沖縄らしい世界水準の観光地に相応しい沿道景
観の形成に向けた専門団体としてのノウハウの提
供や技術支援等 

(公社)沖縄県建築士会 ・沖縄らしい良好な景観形成のための沿道景観の
向上に関する連携及び協力等 

(一社)沖縄県測量建設 
コンサルタンツ協会 

・業務を通した沿道景観整備に係る課題の抽出と
関係機関等への提言 
・ボランティア活動への参加企業の拡充 

沖縄県技術士会 ・世界の島嶼国･地域のモデルとなる質の高い沖縄
の沿道景観整備に係る技術協力 

出典：「〜美ら島沖縄〜花と樹木の沿道景観計画」（沖縄県 令和 4 年 9 月）(P50)を一部変更 
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5.2 官民連携による良好な沿道景観に関する取組 

 地域住民をはじめとして、ボランティアや企業等との連携による街路樹を含む道路
植栽の維持管理について図 5.2.1 に示す。 
 高木を含む高層の道路植栽については、安全管理の観点や高度な剪定技術を要する
ことから、維持管理業務受託者による適切な管理を行う。一方、低木や草本等を含む
低層の道路植栽については、性能規定型道路維持管理や沖縄フラワークリエーション
事業による雑草管理や美観維持に加えて、地域住民や企業等のボランティアによる雑
草や草花の管理等との連携を図る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

図 5.2.1 官民連携の維持管理体制 
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なお、参考情報として、官民連携による取組（地域やボランティア、企業等との
連携）を以下に示す。 

 
(1)道路ボランティア支援制度（沖縄県） 
自治会や老人会、企業などが自主的な維持管理を行うために行政が傷害保険や消耗

品の提供などの支援を行う制度で、県管理道路において、ボランティア道路植栽等の
管理活動を行う団体（会員 5 名以上）を募集している（図 5.2.2、写真 5.2.1）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5.2.2 道路ボランティアと行政の役割     写真 5.2.1 活動事例 
（真栄平はなの会/糸満市） 

(2)他自治体の事例 
①企業サポーター制度（石川県：我がまちアドプト制度） 
 地域や道路ボランティアを支援する企業等について「企業サポーター」として認定
する事で、より多くの企業等が地域やボランティア活動団体への支援を行えるように
する制度である（図 5.2.3）。本県においても、他府県の事例を参考に「（仮称）ユイマ
ール企業制度」について検討する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5.2.3 企業サポーター制度の仕組み 

道路ボランティア ・道路の除草、清掃活動 
・草花植栽による景観向上 
・道路の破損等の情報提供 

登録 
・保険の適用 
・消耗品の提供 
・報償金の提供 
・ゴミ回収など 行  政 

企業等（企業サポーター制度）
・草花や資材の提供
・活動資金の提供
・ボランティア活動への参加など

地域支援

行政（道路ボランティア支援制度）
・傷害保険の適用
・消耗品の提供
・ゴミの回収
・報償金の提供

地域
・地域の清掃、除草
・花壇の管理、植花
・情報提供など

道路ボランティア
・道路の清掃、除草
・植栽桝の管理、植花
・情報提供など

ボランティア
支援

サポーター認定

支援 
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②企業花壇制度（仙台市、広島市、福岡市等） 
市民・事業者・行政の協働による緑化の推進の一環として、花壇事業に対して協賛

する企業・団体（スポンサー）を募り、花壇の維持管理の協力を得て、地域の環境美
化等に協賛企業とともに取り組む制度である（写真 5.2.2）。本県においても、他府県
の事例を参考に「（仮称）ウトゥイムチ花壇制度」について検討していく。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

仙台おもてなし花壇（仙台市） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

仙台おもてなし花壇／広告拡大（仙台市） 

写真 5.2.2 企業花壇制度の他自治体事例 
 
③道路協力団体制度（大阪市、金沢市、那覇市等） 

道路協力団体制度とは、道路の課題解決や道路利用者のニーズへの対応などの業務
に自発的に取り組む民間団体等を支援するものであり、道路協力団体に指定されると、
活動のために必要な道路占用等がより柔軟に行えるようになる（図 5.2.4）。道路協力
団体は、活動から得られた収益を用いて、道路清掃・植栽等の活動をさらに充実させ
ることができる。本県においても、那覇市（パレット久茂地前）等の事例がある。 

図 5.2.4 道路協力団体制度のイメージ 

出典： 
https://www.mlit.go.jp/road/
kyoryokudantai/gaiyo.html 
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(3)エリアマネジメントによる取組 
地域における良好な環境や地域の価値を維持・向上させるための、住民・企業・地

権者等による主体的な取組と定義されており、歩道や植栽整備などのハード面だけで
無く、地域の活性化や安全・安心なまちづくりなどソフト面での取組も含まれる（図
5.2.5）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5.2.5 エリアマネジメント制度のイメージ 
出典：「エリアマネジメントのすすめ」（国土交通省土地・水資源局 平成 22 年） 

  
本県においては、「〜美ら島沖縄〜花と樹木の沿道景観計画」（沖縄県 令和 4 年 9

月）において、行政と地域ボランティア等が連携して管理等を行う路線を「ふれあい
路線」として、良好な沿道景観形成に取組むことが提案された。今後、各地域へ展開
していくために、「ふれあい路線制度」について検討する（図 5.2.6）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 5.2.6 ふれあい路線のイメージ 
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【参考】本ガイドラインの策定経緯 
本ガイドラインを策定するにあたり、下記に示す策定委員会、アドバイザー委員へ

の意見聴取、有識者への個別ヒアリング、国・県庁関係課・市町村及び沖縄県造園業
登録業者への意見照会、県民からの意見募集を行った。策定経緯のフローを参考図-
１に示し、その概要については次ページ以降に示す。 
 
  
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

参考図-1 ガイドラインの策定経緯フロー 

開始

他自治体の先進事例収集

有識者への個別ヒアリング
（令和4年11月17日〜令和5年1月19日）

ガイドライン策定委員会 第1回
（令和5年1月10日）

国、県庁関係課及び市町村
への意見照会 第1回

（令和5年3月15日〜3月24日）

ガイドライン策定委員会 第2回
（令和5年3月29日）

ガイドライン策定委員会 第3回
（令和6年1月15日）

県民からの意見募集
パブリックコメント

（令和5年10月23日〜11月23日）

国・県庁関係課及び市町村への
意見照会 第2回

（令和5年11月1日〜11月22日）

策定

アドバイザー委員への意見聴取
（令和5年1月27日、2月8日）

令
和
4
年
度

令
和
5
年
度

沖縄県造園業登録業者
への意見照会

（令和5年3月15日〜3月24日）
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(1)策定委員会 
1)策定委員 
 氏 名 所 属 

有
識
者 

飯塚 康雄 
国土技術政策総合研究所 社会資本マネジメント研究
センター 緑化生態研究室 主任研究官 

平良 喜一 (公社)沖縄県緑化推進委員会 理事長 

花城 良廣 (一財)沖縄美ら島財団 理事長 

宮城 邦治(委員長) 沖縄国際大学 名誉教授 

森根 清昭 (一社)沖縄県造園建設業協会 副会長 

行
政 

前川 智宏（R4） 
沖縄県土木建築部 土木整備統括監 

砂川 勇二（R5） 

粂野 真一郎（R4） 
内閣府 沖縄総合事務局 開発建設部 企画調整官 

関 信郎（R5） 

浜田 宗賢（R4） 
うるま市役所 都市建設部 部長 

名嘉眞 睦（R5） 

西村 啓（R4） 
南城市役所 土木建築部 部長 

玉那覇 勲（R5） 

 
2)開催時期 

【令和４年度】 
・第 1 回：令和 5 年 1 月 10 日 
（事前説明 1 回目：10 月 26 日〜11 月 9 日、事前説明 2 回目：令和 4 年 12 月 19 日
〜令和 5 年 1 月 10 日） 
・第 2 回：令和 5 年 3 月 29 日 
（事前説明 3 月 16 日〜3 月 24 日） 
 
【令和 5 年度】 
・第 3 回：令和 6 年 1 月 15 日 
（事前説明 1 月 10 日〜1 月 11 日、委員会後説明 2 月 6 日〜2 月 13 日） 
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(2)アドバイザー委員への意見聴取 
1)アドバイザー委員 

氏 名 所 属 

安里 昌利 那覇空港ビルディング(株) 代表取締役社長  

下地 芳郎 (一財)沖縄観光コンベンションビューロー 会長 

 
2)実施時期 
令和 5 年 1 月 27 日（安里委員）、2 月 8 日（下地委員） 

 
(3)有識者への個別ヒアリング 
1)ヒアリング対象者 

対象者 

(一財)沖縄美ら島財団 総合研究センター 植物研究室 室長 

(公社)沖縄県緑化推進委員会 常務理事 

沖縄県 森林資源研究センター 副所長 

那覇市役所 都市みらい部 道路管理課 主幹、主任技師 

沖縄県 環境部 環境再生課 緑化推進班 主任 

(一社)沖縄県造園建設業協会 副会長、事務局長 

 
2)実施期間 
令和 4 年 11 月 17 日〜令和 5 年 1 月 19 日 
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(4)国・県・市町村への意見照会 
1)意見照会対象部署 

機関 部署 

国 内閣府 沖縄総合事務局 開発建設部 道路管理課、各国道事務所 

県 土木建築部 都市計画・モノレール課、道路街路課、 
道路管理課、各土木事務所 

農林水産部 森林管理課、営農支援課 

環境部 環境再生課 

文化観光スポーツ部 観光政策課、観光振興課 

市町村 道路植栽管理担当部署 

 
2)意見照会期間 

・第 1 回：令和 5 年 3 月 15 日〜3 月 24 日 
・第 2 回：令和 5 年 11 月 1 日〜11 月 22 日 
 
(5)沖縄県造園業登録業者への意見照会 
1)意見照会対象者 

 沖縄県造園業登録業者 241 社 
 
2)意見照会期間 
令和 5 年 3 月 15 日〜3 月 24 日 

 
(6)県民からの意見募集（パブリックコメント） 
1)意見募集方法 

 パブリックコメントの実施 
 
2)実施期間 
令和 5 年 10 月 23 日〜11 月 23 日（意見数 104 件） 
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【写真提供】 
 本ガイドラインを策定するにあたり、掲載した写真の一部を下記の団体・組織から
提供頂いた。 
 
 (公社)沖縄県緑化推進委員会 

(一社)沖縄県造園建設業協会 
(株)愛植物設計事務所 
(株)トロピカル・グリーン設計 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
街路樹植栽・維持管理ガイドライン 

令和 6 年 3 月 
沖縄県 土木建築部 道路管理課 

〒900-8570 沖縄県那覇市泉崎 1-2-2 行政棟 11 階(南側) 
TEL︓098-866-2665 
FAX︓098-866-2790 

 

  



 

 

 
 


